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（参考）建設費の比較

約170億円/km
（４車線、一部６車線）

○ 高架構造に比べてトンネル構造は
建設費が高い

主にトンネル
主に高架
主に高架・掘割主に高架 掘割

約410億円/km

約260億円/km
（４車線）

680

（４車線）

660 約680億円/km
（４車線）

約660億円/km
（６車線）

190約190億円/km
（４車線）

390
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約390億円/km
（４車線）

※用地費を除く



（参考）都市再生緊急整備地域

○ 都市再生緊急整備地域においては、都市再生事業に係る都市計画の提案制度、都市再生事業

に係る認可等の特例が受けられる他、都市再生特別地区が定められている場合においては、

当該地区内では容積率制限の緩和等の措置が講じられる当該地区内では容積率制限の緩和等の措置が講じられる

■都市再生緊急整備地域

・都市再生緊急整備地域とは
都市再生緊急整備地域のうち、都市の国際競争力の

強化のため、都市開発事業等の円滑かつ迅速な施行、
緊急かつ重点的な市街地の整備を推進することが特に

■特定都市再生緊急整備地域

都市再生特別措置法に基づいて、都市の再生の拠点

として、都市開発事業等を通じて、緊急かつ重点的に
市街地の整備を推進すべき地域として、政令で指定す
る地域

緊急かつ重点的な市街地の整備を推進することが特に
有効な地域を指定 （例：東京都心臨海地域等）

[特定都市再生緊急整備地域のメリット]
・官民連携による整備計画作成

全国63地区（7,783ha） 東京7地区（2,760ha）

・都市再生緊急整備地域のメリット

・道路の上空利用のための規制緩和
・民間都市開発プロジェクトの認定の迅速化（3ヶ月→45日）
・税制支援（都市再生緊急整備地域よりも、支援を深堀り）※H24.1.25時点

■都市再生特別地区

（１）都市計画の特例
都市再生特別地区の指定、都市計画の提案、期限を
区切った都市計画決定の実施が可能

都市再生緊急整備地域内の区域で、既存の都市計

画で定められた規制を除外し、高度利用を図る特別の
用途、容積、高さ、配列等を都市計画で定められる

（例：丸の内パークビルディング等）

都市再 特別地区

（２）国からの金融支援
大臣認定された民間都市開発プロジェクトに金融支援

（３）税制上の特例の措置
認定事業者 従前地権者に対し 所得税 法人税 固

容積率の制限

高さ制限 日影規制／斜線制限

［適用除外できる規制］

認定事業者、従前地権者に対し、所得税、法人税、固
定資産税等の特例措置を実施
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用途の制限



（参考）首都高速道路の土地所有状況

① 首都高速道路の用地は、所有権を有する土地、地上権を有する土地、道路・河川・公園等を使用して
いる土地、に区分される

② 築地川を埋め立てた土地については、所有権を有する土地に該当
③ 跡地を利用できるのは 首都高速会社または高速道路機構が所有権を有する区間が基本

東京線 所有権を 地上権を 道路・河川・

都心環状線周辺の用地区分

③ 跡地を利用できるのは、首都高速会社または高速道路機構が所有権を有する区間が基本

Ａ：掘割

【所有権を有する土地】
築地川周辺の実質容積率

京橋JCT

凡例

東京線
全体

所有権を
有する土地

地上権を
有する土地

道路 河川
公園等を使用

100% 16% 11% 73%

300～450%

450%～

凡例

～300%

Ｃ
【地上権を有する土地】

B：トンネル

Ｂ

Ａ

Ｃ：高架橋（河川上）

【道路・河川・公園等を使用】
指定容積率

600%

※地下駐車場の面積を含む

3用途地域：商業地域

※出典：不動産登記簿より
（H23.3月時点）



（参考）首都高速道路の区間別の現況（都心環状線）

3
号
線

4
号
線

5
号
線

6
号
線

1
号
線

2
号
線

3
号
線

谷町ＪＣＴ 一ノ橋ＪＣＴ 浜崎橋ＪＣＴ 江戸橋ＪＣＴ 竹橋ＪＣＴ 三宅坂ＪＣＴ 谷町ＪＣＴ

高齢化

供用経過年数
（H24年度7月）

累積軸数
（×10 000）

都心環状線
掘割トンネルトンネル（外回り） トンネルトンネル

高架橋 高架橋

45年 47年 49年 48年 47年 45年

4,600 7,500 6,8005,400 5,000 5,700
（×10,000）

安全な
高速走行

実勢速度と
設計速度の差

事故多発箇所
（H22年度上位10カ所を
記載）

神田橋JCT付近（内回り）江戸橋JCT付近（内外）

183件

竹橋JCT付近（外回り）

74件84件

20km/h以上 10km/h以上 20km/h以上20km/h以上 10km/h以上10km/h以上

銀座Sカーブ（外回り）

61件139件

浜崎橋JCT付近（内回り）

景観・
水辺空間

底地の状況

景観資源

現況交通量 54 000台/日 61 500台/日 53 000台/日 52 500台/日 50 000台/日 49 500台/日

日本橋

河川埋立 河川上

東京タワー 千鳥ヶ淵旧芝離宮公園

交通の状況
（H23.10平日平均）

渋滞時間
(時/日)

都市再生緊急整
備地域の指定

54,000台/日 61,500台/日 53,000台/日 52,500台/日 50,000台/日 49,500台/日

道路両側
道路両側

道路両側道路片側 道路片側 道路片側 道路両側

5～

3～5 1～31～3
5～ 1～3

道路両側

都市再生
プロジェクト

備地域の指定

機構（もしくは会
社）による土地所
有の有無

迂回ルートの

土地所有
土地所有

中央環状品川線 H25年度開通予定 中央環状線 開通済み湾岸線が並行

ネットワーク
の状況

整備状況

出入口の状況
（１万台/日以上）

中央環状品川線 H25年度開通予定 中央環状線 開通済み湾岸線が並行

外環 開通済み 外環 事業中

銀座（14,000台/日） 霞ヶ関（29,000台/日）芝公園（20,000台/日） 神田橋（13,000台/日）
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（八重洲線が並行）



（参考）首都高速道路の区間別の現況（１号羽田線）

都
心

環
状
線

台
場
線

湾
岸
線

湾
岸
線

浜崎橋
ＪＣＴ

芝浦
ＪＣＴ 芝浦IC 大井JCT 勝島IC 鈴ヶ森IC 平和島IC 昭和島JCT 空港西IC 羽田IC

高齢化

供用経過年数

累積軸数

１号羽田線

49年 45年48年 47年

高架橋
平面土工

3 400 3 500 3 400 3 000 3 000 2 000 2 300 5 700 4 600

ＪＣＴ ＪＣＴ 芝浦IC 大井JCT 勝島IC 鈴ヶ森IC 平和島IC 昭和島JCT 空港西IC 羽田IC
トンネル

累積軸数
（×10,000）

安全な
高速走行

実勢速度と
設計速度の差

事故多発箇所
（H22年度上位10カ所を

3,400 3,500 3,400 3,000 3,000 2,000 2,300 5,700 4,600

10km/h以上
20km/h以上

10km/h以上
20km/h以上

10km/h以上
10km/h以上

20km/h以上

浜崎橋JCT付近（内回り）

記載）

景観・
水辺空間

底地の状況

景観資源

河川上

139件

交通の状況

現況交通量
（H23.10平日平均）

渋滞時間
(時/日)

74,800台/日
41,200台/日 37,500台/日 31,100台/日 27,700台/日 43,000台/日

32,300台/日
29,100台/日 45,800台/日

1～33～51～33～5

道路

都市再生
プロジェクト

都市再生緊急整
備地域の指定

機構（もしくは会
社）による土地所
有の有無

土地所有 土地所有 土地所有

道路片側

ネットワーク
の状況

出入口の状況
（１万台/日以上）

芝浦（16,000台/日） 平和島（20,000台/日） 羽田（14,000台/日）
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（参考）外かく環状道路の場合

Ｓ

（大泉ＪＣＴ
～都県境） （都県境～草加市） （草加市～三郷ＪＣＴ） （松戸ＩＣ～高谷ＪＣＴ）（東名ＪＣＴ～大泉ＪＣＴ） （三郷ＪＣＴ～県境）

都市計 ［高架式］
Ｓ４３都市計画 ［高架式］Ｓ４１ 都市計画 ［高架式］

（県境
～松戸ＩＣ）

東京都区間 埼玉県区間 千葉県区間

Ｓ
４
０
年
代

Ｓ

Ｓ４５ 建設大臣のいわゆる凍結発言

Ｓ４４ 都市計画 ［高架式］
Ｓ４３都市計画 ［高架式］

（和光市除く）
Ｓ４１ 都市計画 ［高架式］

Ｓ４８ 埼玉県知事より関東地方建設局長へ要望
・十分な環境対策を講じること 等

計画調整の難航 １８年
計画調整の難航 ５年

Ｓ
５
０
～
６
０
年

Ｓ５４～Ｓ５５
都市計画［掘割式］
（和光市区間）

Ｓ５９～Ｓ６０ 都市計画 ［環境施設帯］

Ｓ６２ 建設省から千葉県知事に対して
再検討結果を提示Ｓ６１ 整備計画（事業着手）

１３
年

Ｓ５０ 千葉県知事が建設大臣に
計画の再検討を要請

Ｓ５９～Ｓ６１
都市計画［掘割式］

計画調整の難航
３５年

年
代

Ｈ
元

Ｈ８ 整備計画（事業着手）

Ｈ１０ 整備計画（事業着手）

再検討結果を提示

Ｈ７～Ｈ８ 都市計画 ［掘割式］

Ｈ１３ 大臣と都知事が「計画
のたたき台」を公表

８
年

Ｓ６１ 整備計画（事業着手）

１１
年

Ｈ４ 供用開始（和光ＩＣ～三郷ＪＣＴ）
Ｈ６ 供用開始（大泉ＪＣＴ～和光ＩＣ）

８
年

元
年
～

Ｈ１０ 整備計画（事業着手）

Ｈ１７ 供用開始
（三郷JCT～三郷南IC）

Ｈ１８～Ｈ１９ 都市計画
［地下式］

Ｈ２７供用予定 三郷南ＩＣ～高谷ＪＣＴ

１９
年

Ｈ２１ 整備計画（事業着手）

８
年

環境施設帯環境施設帯

本線

環境施設帯 環境施設帯

現
在
の
主
な
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本線
本線

環境施設帯 環境施設帯本線

な
構
造



（参考）中央環状新宿線の場合

Ｓ
４
０
年
代

中央環状新宿線（熊野町JCT～大橋JCT） 中央環状品川線（大橋JCT～大井JCT）

Ｓ４５ 高架式で都市計画手続きに着手するが、環境問題を中心とした住民運動等から都市計画決定まで至らず、休止

Ｓ６２ 東京都議会本会議で中央環状新宿線の基本構造を
地 式とする方針を表

代

Ｓ
５
０
～
６
０

計画調整の難航 １７年
計画調整の難航 ２０年

地下式とする方針を表明０
年
代 Ｓ６３．６－Ｈ２．８

都市計画・環境影響評価 ［地下式］ ５
年 Ｈ２ 新規路線として調査を再開

※河川の地下空間等、公共用地の活用等について検討

Ｈ
元
年

※豊島区内の高架式区間の地下式への変更
換気所の計画変更等を実施

１６
年 １９

年

Ｈ１３．７－Ｈ１６．１１
都市計画・環境影響評価 ［地下式］

（ランプ数を３→１箇所へ変更）

Ｈ３．３ 工事開始

１６
年

年
～

Ｈ１９．１２ 供用開始（西新宿JCT～熊野町JCT）

Ｈ２２．３ 供用開始（大橋JCT～西新宿JCT）

年

８
年

Ｈ１８．３ 工事開始

Ｈ２５年度 供用予定（大橋JCT～大井JCT）

現
在
の
主

7

主
な
構
造



（参考）特定都市鉄道整備積立金制度 特定都市鉄道整備促進特別措置法
〔昭和61年4月30日法律第42号〕

① 工事費の一部を運賃に上乗せし、増収分を非課税で積立、工事費（及び供用後の資本費）に充当

する制度

② 事業者・利用者双方の負担が平準化・軽減される

完成・供用工事期間及び事業認定期間

② 事業者 利用者双方の負担が平準化 軽減される

１年 ２年 １１年 ２１年

計

■期間と仕組み

完成 供用工事期間及び事業認定期間

増収分 上乗せ終了分

上乗せ分積立て期間 取崩期間（認定期間終了後(工事完成後)10年間※1）

実
際【

運
賃

計
画
認
定

完成・供用後に
利

本来の

増収分
（上乗せ運賃）

実際の

上乗せ終了分の
運
賃
（
乗
客

賃
の
10
％
ま
で

値
下

還元分
増
収
分10

完成・供用後に
運賃割引用

者
負
担

増
収

一
運賃

（通常運賃）

実際の
運賃

（乗客支払運賃）

客
支
払
運
賃
）

上
乗
せ
可
能
】

下
げ
後
の
運
賃

分
を
1/

10
ず
つ

年
間
還
元

担
（
運
賃
）

分
を
工
事
費
の

一
部
に
充
当

賃

工
積立金

増収分を
充当する

ことで
借入金の

10年間積立て

増収分と
同額を計上

事
業
者

非課税※2

措置分

8

事
費

縮減効果
者
負
担

※1 やむを得ない場合は延長できる

※2 租税特別措置法による非課税措置により、総工事費
の50％までを10年間非課税で積立て可能。（平成16
年以降認定の整備計画は40％）

積立金は、
非課税措置



（参考）高架下と犯罪発生との関係について

① 意識調査や各種研究によると、人々は「暗い道」に不安を感じているとともに、街頭犯罪の大半が「道
路上」で発生している

② 「暗がり」になりやすい高速道路の高架下の児童遊園については、地域の防犯パトロールでの巡回
にあたり 高架下に存在するという条件に留意しているところもある

73.5%人通りの少ない暗い道

にあたり、高架下に存在するという条件に留意しているところもある

■人々が不安に感じる箇所 ■高架下に対する地域の認識（千代田区、港区、中央区、台東区）

・路上生活者によりゴミが散らばる、景観上・治安上よくないとの声が
ある 《台東区 港区》

12.3%

15.7%

22.1%

27.0%

28.3%

廃屋

不審者がたむろする場所

不審者の潜みやすい公園

樹木などにより見通しの悪い道

草むら，空き地
ある。《台東区・港区》

・暗い所に若者や路上生活者が集まるため、住民から街灯等の設置
の要望が多少ある。《台東区》

・パトロールや張り紙でいなくなったが、高架下の橋の上などに寝て
いる人が多かった。《台東区》高架下

住民意識

2.8%

6.2%

8.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他

繁華街

人通りの少ない地下道，地下街

出典：国民の生活安全に関する世論調査（H6.内閣府）

・路上生活者は、公園に多いが、高架下にも多少住み着いている。
《千代田区》

・公園に寝泊りする人はいるが、高架下・道路にはいない。《中央区》

・高架下などは路上生活者が集まりやすく、たまり場となるため、定
期的（週1～2回程度）にパトロールを実施している 《台東区》

高架下
の状況

対策の

■街頭犯罪（街頭で発生したもの）の認知件数
9.1%

1.4%

10.5% 16.7%

12.0% 16.7%
28 0%

2.3%

4.8%

12.5%

3.0%

7.1%
9.7%

1.0%

3.7%

9.0%

16.4%

8.0%15.6%

1.7% 2.0% 1.8% 2.7%

9.3%

3.1%

70%

80%

90%

100%

期的（週1 2回程度）にパトロ ルを実施している。《台東区》

・児童遊園については、高架下に存在するという条件に留意し、パト
ロールを実施している。 《港区》

■高架下の公園の状況（港区）

対策の
実施状況

●三光児童遊園

大半の
街頭犯罪が
「道路上」

87.8%

98.2%

35.5%

72.9%
68.8% 65.8% 64.9%

55.0%

24.9%

28.0%
11.0%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

で発生
35.5%

0%

10%

路上強盗 ひったくり 強姦 強制わいせつ 略取誘拐 暴行 傷害 恐喝

街頭 道路上 街頭 駐車（輪）場 街頭 都市公園 街頭 空き地

街頭 公共交通機関等 街頭 その他の交通機関 街頭 その他の街頭

出典：平成23年の犯罪情勢（警察庁、H24.6） 9


